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研究成果の概要（和文）：　本研究は、東日本大震災の被災者に対するアンケート調査およびインタビュー調査
（混合研究法）の結果に基づき、住民の被災経験および法的ニーズの社会的構築のプロセスを解明することをめ
ざした。被災者は法的問題を抱えながらも自らはそれに気づかない場合があること、地域の法的サービス供給構
造の違いが法的ニーズ顕在化の経路に重要な影響を及ぼしている可能性などが、本研究の重要な知見である。こ
の知見に基づき、本研究は、総合法律支援制度に関する政策的含意を導出するとともに、Ａ・センの潜在能力ア
プローチを手がかりに、法的ニーズ概念の再構成およびその顕在化プロセスに関する新たな理論的視座を発展さ
せた。

研究成果の概要（英文）：This study aims at exploring the reality of the experiences of the disaster 
victims at the time of and after disaster through empirical socio-legal investigation and 
understanding the social construction of their legal needs. The key findings of this study are as 
follows: legal needs of the disaster victims tends to be unfelt/ unrecognized by themselves; the 
local structure of the legal service provider is one of the most vital factors eliciting their 
potential legal needs. Furthermore, this study has put forth some policy recommendations for 
improving the “Comprehensive Legal Support System” and developed a general theoretical framework 
for the socio-legal study on legal needs on the basis of Amartya Sen’s capability approach.

研究分野：法社会学

キーワード： 法社会学　実証研究（混合研究法）　法的ニーズ　社会的構築　東日本大震災　被災者　潜在能力（cap
ability）
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 2011年 3月 11日に発生した東日本大震災
は、岩手・宮城・福島各県を中心とする広範
な地域で、多くの死者・行方不明者、住民生
活への深刻な被害をもたらした。被災者はそ
の後、それらの被害からの復興、生活再建の
課題に直面したが、法的側面から眺めるなら
ば、一般に、これらの災害復興・生活再建上
の課題は、被災者の法的ニーズの増大を伴う
ものと想定される。実際、そのような想定に
基づき、法テラスや弁護士会の公設事務所が
被災各地に新たに開設され、また、法律扶助
について資力要件を問わないものとする震
災特例法（「東日本大震災の被災者に対する
援助のための日本司法支援センターの業務
の特例に関する法律」〔2012 年 3 月〕）も制
定された。 
 しかし、震災直後、被災地の実際の現場で
は、これとは異なる別の状況も聞かれた。被
災地で活動する弁護士や司法書士に対する
聞き取りによれば、現地では、意外にも、法
律相談が当初予想されたよりはるかに少な
く、また、実際に受任に至るケースも少ない。
このことにも関連し、震災特例法の効果も当
初限定的のようであった。 
 すなわち、被災地での法的ニーズをめぐっ
ては、相異なる 2つの状況が見られた。一方
では、震災は多くの法的ニーズを顕在化させ
るはずであるとの直観的理解がある。しかし
他方で、被災地の現場に即してみるならば、
住民の法的ニーズは十分には顕在化してお
らず、その結果必要な法的サービスが被災者
に十分には行きわたっていないのではない
かとの指摘やそれを裏づける現象がある。被
災者の法的ニーズの社会的構築過程を実証
的に解明し、その知見を政策的・理論的に展
開することは法社会学研究の重要課題であ
ると考えられた。 
 
２．研究の目的 
 上記の問題状況を背景に、本研究は次の課
題の解明をめざして企画された。 
(1)被災者の法的ニーズの社会的構築過程の
実証的解明 住民（被災者）を対象とするア
ンケート調査およびインタビュー調査を通
じて、震災を契機に住民がどのような被害や
生活上の困難に遭遇し、それがどのようなプ
ロセスを経て法的ニーズの顕在化につなが
っているのか（あるいはつながっていないの
か）、被災者の法的ニーズの社会的構築のプ
ロセスを精細に解明する。これに関連し、被
災者の法的ニーズに対する地域の法的サー
ビス供給体制の実情・課題等を考察する。 
(2)政策提言 被災者の法的ニーズの社会的
構築過程の解明を通じて得られた知見を、適
宜、制度創設・運用改善等の提言に発展させ
る。 
(3)理論構築 本研究を通じて得られた法的
ニーズの実態、その社会的構築過程に関する
知見は、被災地・被災者に固有の状況を離れ

て一般的な理論的射程を持つ可能性がある。
本研究の知見を、法的ニーズの社会的構築に
関する法社会学理論の発展につなげる。 
 
３．研究の方法 
 上記の研究目的を達成するため、本研究で
は、量的調査（アンケート調査）および質的
調査（インタビュー調査）を有機的に結合す
る「混合研究法（mixed methods research）」
を採用し、具体的には、次の方法で多面的・
総合的に研究を遂行した。 
(1)住民（被災者）アンケート調査 
 岩手県釜石市および宮城県東松島市にお
いて以下に掲げる4つの住民アンケート調査
を実施した（調査方法は原則として各戸配
布・郵送回収〔みなし仮設住宅のみは郵送配
布・郵送回収〕。その他詳細は後掲「５．主
な発表論文等」〔図書〕欄掲載の調査報告書
および〔その他〕欄掲載のウェブサイトを参
照）。 
 
調査名称 
（実施時期） 

調査対象 
有効回収数 
（回収率） 

2013 年釜石
調査（2013 年
11 月実施） 

仮設・みなし
仮設・災害復
興公営住宅
の居住者
3,302 世帯 

1,124 票
（34.0％） 

2014 年釜石
調査（2014 年
11 月実施） 

仮設・みなし
仮設の居住
者 2,814 世帯 

632 票
（22.5％） 

2016 年釜石
調査（2016 年
2月〜3 月） 

仮設・みなし
住宅・災害復
興公営住宅
の居住者
2,530 世帯 

690 票
（27.3％） 

2015 年東松
島調査（2015
年 2月実施） 

仮設・災害復
興公営住宅
の居住者
1,252 世帯 

250 票
（20.0％） 

 
 上記の一連の住民アンケート調査は2つの
観点を重視して設計された。第 1は、継続調
査性である。被災者の生活は日々刻々変動す
ることから、単発の調査ではその経験を十分
にとらえることができず、反復継続した調査
が必要である。このことから、本研究では、
岩手県釜石市において、研究期間内に毎年度
1 回、計 3 回の調査を行った。同市において
は、本研究に先立ち、すでに 2011 年、2012
年に、本研究の研究グループが住民アンケー
ト調査を実施していたことから（調査研究グ
ループ編『釜石市民の暮らしと復興について
の意識調査基本報告書』〔2012 年 1月〕、調査
実施グループ編『釜石市民の暮らしと復興に
ついての意識調査（第2回）基本報告書』〔2012
年 11 月〕参照）、結果として、2011 年 3月の
東日本大震災発生直後から毎年 1回、計 5回
の継続調査という貴重なデータが得られた。
（なお、2015 年度の調査は、当初 2015 年秋



に実施を予定していたが、地元自治体より、
震災発生からちょうど5年目の区切りとなる
2016年3月になるべく近接した時期に調査を
実施することの要請があり、それは本研究の
趣旨にも適うことから、2015 年度の調査は
2016 年 2月〜3 月の時期に実施した。これに
ともない予算の一部を 2016 年度に繰り越し
た。） 
 第 2は、複数地域比較である。被災地・被
災者の状況は、地域によっても大きく異なる。
そこで本研究では、複数地域の比較を可能に
するため、岩手県釜石市のほか、宮城県東松
島市においても住民アンケート調査を実施
した。 
 なお、一連の調査の結果は、逐次報告書に
まとめるとともにそれを本研究のウェブサ
イトに公開し、また、地元での公開報告会
（「東京大学釜石カレッジ」など）および地
元の地域新聞（『復興釜石新聞』）への特集記
事掲載等を通じて、調査に協力した住民にも
調査結果を直接還元することに努めた。 
(2)住民（被災者）インタビュー調査 
 上記の住民アンケート調査を並行して、住
民に対するインデプス・インタビュー調査を、
2015 年 3月に逐次実施した。インタビュー調
査の対象は、2014 年釜石調査（住民アンケー
ト調査）の回答者でさらなるインタビュー調
査に応諾した者の中から選定した9名である。
インタビューは、この 9名につき個別に実施
した。インタビューは半構造化面接法で行い、
その内容は、東日本大震災当日の被災状況、
その後の生活の状況および生活再建・住宅再
建の見通し、震災後に経験した法的問題の内
容およびそれへの対応行動等詳細にわたっ
た。インタビューに要した時間は、各回 1時
間半から 2 時間半、平均約 2 時間であった。
インタビューの内容は、研究メンバーがその
場で詳細に記録するとともに、本人の同意を
得て録音した。録音の内容は後日反訳し、研
究メンバー間で共有した。 
(3)自治体、地域の法律家・各種相談機関等
へのインタビュー調査 
 以上に加えて、地元自治体、地域の弁護
士・司法書士、消費者センター・信用生協・
社会福祉協議会等でインタビュー調査を実
施した。住民を対象とするアンケート調査・
インタビュー調査が法的サービスの需要サ
イドから法的ニーズの構築過程を明らかに
するものであるのに対して、これら関係機関
に対するインタビュー調査は、法的サービス
の供給サイドから法的ニーズの構築過程に
接近することをねらいとするものである。 
 以上のように本研究では、混合研究法の方
法論に基づく多面的アプローチを採用する
ことで、研究主題である住民（被災者）の被
災経験と法的ニーズの社会的構築過程を実
証的かつ立体的に解明することが可能にな
った。 
 
４．研究成果 

(1)法的ニーズの顕在化に関する実証的知見 
①被災者の生活諸条件の特性 法的ニーズ
の研究は、その基盤ないし文脈を構成する住
民の被災経験および地域の特性への十分な
目配りを必要とする。本研究では、震災発生
後毎年の反復継続調査により被災者の生活
諸条件の特性を解明することをめざした。そ
の結果、震災を契機とする世帯分離による家
族構成の大きな変化、被災者の生計の一般的
悪化傾向、被災者の生活再建・住宅再建意向
の流動性・不安定性、近隣とのつきあいや助
けあいの関係の弱化傾向等が明らかになっ
た。これらの特性が法的ニーズの生成・変容
の基盤を構成することになる。 
②被災者のトラブル経験の特質 住民アン
ケート調査、特に2014年釜石調査および2015
年東松島調査の結果から、以下の点が明らか
になった。 
・東日本大震災後、自分または家族が何らか
の法的問題を経験したと回答したのは、2014
年釜石調査では 45.2％、2015 年東松島市調
査では 65.2％である。問題経験率および問題
の内容には地域差が大きいことが明らかに
なった。 
・法的問題を経験した回答者のうち法律専門
家（弁護士・司法書士）に相談した比率は、
2014 年釜石調査は 26.0％、2015 年東松島調
査は 55.6％である。相談率についても、地域
により大きな差があることが目を引く。その
理由として考えられるのは、震災後の 2012
年 2月に東松島市に開設された日本司法支援
センター（法テラス）の被災地出張所（「法
テラス東松島」）が被災者の法律相談を促進
する上で大きな効果を発揮している可能性
である。 
・2014 年釜石調査・2015 年東松島調査とも、
法律専門家に相談している場合と相談して
いない場合とを比較すると、法律専門家に相
談している場合に法的問題の解決率・満足率
が高い結果を示す。上記の法律専門家相談率
の違いは、法的問題の解決率・満足率にも重
要な影響を及ぼすことが確認された。 
③被災者の法的ニーズの潜在化傾向 一連
の住民アンケート調査およびインタビュー
調査の結果から、被災者の法的ニーズが潜在
化する傾向を示すいくつかの重要な知見が
得られた。 
 第 1に、問題経験「有」の回答者に対して
法律専門家に相談しなかった理由を尋ねた
質問では、「分野が違うと思った」（2014 年釜
石調査：31.3％、2015 年東松島調査：24.1％）、
「それほど重大な問題ではなかった」（2014
年釜石調査：23.8％、22015 年東松島調査：
13.0％）の回答が多く、特に 2014 年釜石調
査で高い。しかし、その後に釜石市の被災者
を対象に行ったインタビュー調査の結果で
は、アンケートでは「分野が違うと思った」
「それほど重大な問題ではなかった」と回答
したにもかかわらず、実際には、問題は少な
くとも潜在的には法的性質を持ち、法律専門



家に相談しても不思議ではない重大性を持
つケースが見られた。調査結果からは、実際
には法的問題であるにもかかわらず、被災者
自身がそれに気づいていないケースが多く
あること、そしてそれが特に釜石市における
問題経験率の低さにつながっている可能性
が確認された。 
 第 2に、地域における法律相談窓口・法律
専門家の周知の度合いが当事者の問題認知
に及ぼす影響である。東松島市においては、
日本司法支援センター被災地出張所（「法テ
ラス東松島」）の存在が住民に広く周知・滲
透しているのに対して（アンケート調査の全
回答者の約 8割が「知っている」の回答であ
った）、釜石市においては、市内の法律事務
所（ひまわり基金法律事務所および被災者支
援に重点を置く一般法律事務所）の存在が、
住民間で広く知られるという状況にはなか
った。釜石市および東松島市の調査結果の比
較からは、地域における法的サービス供給環
境、具体的には法律相談窓口・法律専門家の
周知・滲透の度合いが、第 1次的には法律専
門家への相談率に影響を及ぼすと同時に、自
らが法的問題を抱えているかどうかの認知
（法的問題経験）にも重要な影響を及ぼして
いる可能性が確認された。 
 本研究からは、被災者の法的ニーズが、地
域の法律専門家資源の構造やその周知・滲透
の度合いといった要因に影響されつつ、当事
者が自己の抱える問題を法的問題と認知し
（あるいはせず）、それについて法律専門家
の助言や支援を求めるに値する重大性を持
つと評価するか（あるいはしないか）という
複雑な経路を経て顕在化する（あるいはしな
い＝潜在化する）メカニズムが明らかとなっ
た。 
(2)政策的含意：2016 年総合法律支援法改正
の意義と課題 
 2016 年に総合法律支援法が改正され、大規
模災害の被災地の住民に対しては、資力を問
わず無料の法律相談が提供されることとな
った。本研究の知見からは、大規模災害の被
災地の住民に対し資力を問わず無料の法律
相談を提供することは、被災者の法律専門家
への相談行動を促し、それを通じて被災者が
抱える法的問題が発見される重要な効果（法
的ニーズの顕在化促進効果）が期待される。
ただし、この効果が十分に発揮されるために
は、この無料法律相談制度および実際の相談
窓口（法律専門家）に関する情報が住民・被
災者間に広く周知・滲透することが重要であ
ることも、本研究からは示唆される。 
(3)理論的発展：法的ニーズ概念の再構成と
その顕在化プロセスの理論化 
 本研究ではさらに、本研究で得られた実証
的知見を、アマルティア・センの潜在能力
（capability）アプローチの理論的含意と結
びつけつつ、法的ニーズ概念の再構成とその
顕在化プロセスの理論化を試みた。社会のメ
ンバーが経験する問題やトラブルを各人の

福祉（well-being）に適ったかたちで解決す
るために適切な法的サービスを受けること
ができるかどうかに注目し、「法的ニーズ」
を、そのような「法的サービスの利用機会の
欠損」としてとらえる。その上で、この「法
的ニーズ」を潜在化させることなく、それに
適切に応答するためには、もっぱら「表出ニ
ーズ」の不充足に焦点を合わせてきた伝統的
なアプローチでは不十分であり、より根源に
遡って「非認知ニーズ」「非表出ニーズ」の
段階において認知・表出を促すことが重要で
あることを確認した。 
(4)総括 
 被災地の法的ニーズに関する従来の研究
は、ニーズの存在を所与のものとし、それに
対する政策対応に関心を集中するものが主
流であった。これに対して本研究は、法的ニ
ーズが、ある場合には顕在化し、ある場合に
は顕在化が妨げられる、その社会的構築のプ
ロセスにまで立ち戻って考察を深める点に
意義がある。本研究は、この課題を一連のア
ンケート調査・インタビュー調査によって実
証的に解明するとともに、その知見を政策
的・理論的に展開し、法的ニーズの社会的構
築過程に関する重要な成果を上げることに
成功したといいうる。本研究を通じて獲得さ
れた理論的枠組みを、さらに幅広い場面で実
証的に検証し、理論のさらなる発展につなげ
ることが今後の課題である。 
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